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特集 ● 平成 30 年度 決算

旧
合
併
特
例
事
業
債
の

活
用
状
況
と
地
方
債
の
残
高

平
成
30
年
度
の
地
方
債
の
借
入

は
、
44
億
５
７
０
０
万
円
で
、
こ
の
内

14
億
１
８
０
０
万
円
が
旧
合
併
特
例
事

業
債
で
す
。
平
成
30
年
度
の
活
用
事
業

は
、
表
3
の
と
お
り
で
す
。

各
会
計
の
地
方
債
の
残
高
は
、
グ

ラ
フ
3
の
と
お
り
で
す
。一
般
会
計
は
、

前
年
度
に
比
べ
大
型
の
施
設
整
備
事
業

が
少
な
く
市
債
の
発
行
が
抑
制
さ
れ
た

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
地
方
債
残
高
は
前

年
度
を
下
回
る
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

市
の
財
政
状
況
を
計
る

「
健
全
化
判
断
比
率
」

自
治
体
の
財
政
状
況
の
健
全
性
を
計

る
指
標
と
し
て
「
健
全
化
判
断
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
比
率
に
は
、
図
２

に
示
し
た
４
つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
収
支
が
赤
字
と
な
っ
た
と

き
に
算
出
さ
れ
る
「
実
質
赤
字
比
率
」

「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」
に
つ
い
て
は
、

市
は
黒
字
決
算
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の

指
標
を
算
定
し
始
め
て
か
ら
赤
字
と
な

っ
た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
借
入
金
の
返
済
に
か
か
る
経

費
等
の
割
合
を
示
す
「
実
質
公
債
費
比

率
」
や
、
地
方
債
な
ど
将
来
の
負
担
の

大
き
さ
を
表
す
指
標
で
あ
る
「
将
来
負

担
比
率
」
に
つ
い
て
は
、
国
が
定
め
る

財
政
再
建
策
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
水
準
（
早
期
健
全
化
基
準
：
実

質
公
債
費
比
率
２
５
．０
％
、
将
来
負

担
比
率
３
５
０
．0
％
）
を
大
幅
に
下

回
る
比
率
を
維
持
し
て
い
ま
す（
図
２
、

グ
ラ
フ
４
）。

な
お
、健
全
化
判
断
比
率
に
基
づ
き
、

一
般
会
計
に
関
わ
る
地
方
債
発
行
残

高
４
０
７
・
４
億
円
の
う
ち
、
市
の
実

質
的
負
担
額
を
試
算
す
る
と
、
約
36
・

４
億
円
の
負
担
と
な
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
各
指
標
等
か
ら
市
の
財
政

状
況
を
見
た
と
き
、
現
時
点
で
財
政
運

営
上
の
課
題
等
は
表
れ
て
い
ま
せ
ん
。

●一般会計および特別会計（表 1）

●旧合併特例事業債の活用状況（表 3）

●地方債の残高（グラフ３）●財政の健全化判断比率（図２）

●健全化判断比率の推移（グラフ４）

●水道事業会計・下水道事業会計（表 2）

おもな取り組み
〇管きょ・路面復旧工事 	 1 億 492 万円

穂高地域の管きょ工事、路面復旧工事など
〇下水道施設維持管理 	 1 億 8,850 万円

処理場維持管理委託、汚泥処分、施設修繕
〇流域下水道事業 	 6,933 万円

終末処理場（アクアピア）の設備更新・長寿命化費用の一部負担金

水道料金　17 億 4,184 万円

建設改良費　14 億 5,494 万円 企業債償還金　22 億 4,611 万円

補てん財源　14 億 1,306 万円

減価償却費　10 億 3,190 万円 減価償却費　19 億 2,474 万円

補てん財源　16 億 2,182 万円

収益的収支（税抜き）

資本的収支（税込み）

１年間の経営成績を明らかにします。収入と支出の差引から利益が計算されます。

施設を建設・更新するための支出と、その財源となる収入等を示します。

●収入　21 億 8,604 万円

●収入　6 億 1,473 万円 ●収入　7 億 9,940 万円

●支出　24 億 2,122 万円●支出　20 億 2,779 万円

●支出　17 億 7,417 万円 ●支出　37 億 263 万円

●収入　44 億 4,601 万円
下水道使用料　16 億 1,144 万円 その他収入　9 億 5,478 万円

一般会計繰入金　18 億 7,979 万円

維持管理経費　5 億 9,626 万円　　企業債利息　1 億 4,601 万円

企業債　1 億 2,200 万円
国庫補助金　7,824 万円

加入分担金　8,189 万円
一般会計出資金　3 億 3,260 万円

維持管理経費　11 億 3,901 万円　　　企業債利息　6 億 3,888 万円

企業債　4 億 7,890 万円

建設改良費　1 億 7,511 万円　

※損益勘定留保資金・・・施設の減価償却費など現金の支出を必要としない費用により生じる企業内部で留保される資金

一般会計繰入金　2 億 2,645 万円

純利益　4 億 1,187 万円

補てん財源は損益勘定留保資金（※）などで構成されます。 補てん財源は損益勘定留保資金（※）などで構成されます。
受益者負担金など　9,405 万円

純利益　7 億 4,338 万円

その他収入　4 億 4,420 万円

会計名 最終
予算額

決算時の
予算現額 決算額 予算現額に

対する増減

一般会計
40,945 41,410 歳入 40,560 △ 850

歳出 39,789 1,621

特
別
会
計

国民健康保険特別会計
10,294 10,294 歳入 10,352 58

歳出 10,259 35

後期高齢者医療特別会計
1,169 1,169 歳入 1,179 10

歳出 1,153 16

介護保険特別会計
9,097 9,097 歳入 9,098 1

歳出 8,886 211

上川手山林財産区特別会計
2 2 歳入 2 0

歳出 2 0

北の沢山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 0 1

有明山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 0 1

富士尾沢山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 0 1

穂高山林財産区特別会計
2 2 歳入 2 0

歳出 1 1

産業団地造成事業特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 0 1

観光宿泊施設特別会計
19 19 歳入 19 0

歳出 19 0

合計
61,532 61,997 歳入 61,216 △ 781

歳出 60,109 1,888

※決算額については、単位未満四捨五入しています。
※決算時の予算現額とは、当該年度の予算に前年度からの繰越明許費繰越額お

よび事故繰越し繰越額を加えたものになります。

平成 30 年度
旧合併特例事業債　計 1,418.5
地域振興基金積立金 374.0
保育所建設事業 401.2
一般会計出資債（上水道分） 237.3
新ごみ処理施設建設事業 6.6

【事故】一般会計出資債（上水道分） 95.3
しゃくなげの湯整備事業 117.6

【明許】しゃくなげの湯整備事業 18.1
市道新設改良事業 61.8
体育施設整備事業 106.6

普通会計 下水会計 水道事業会計 全会計合計 臨時財政対策債

41,757 41,383 40,741
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健
全
財
政

財
政
悪
化

早期健全化基準（※1） 財政再生基準（※2）

①実質赤字比率
　普通会計の赤字割合

③実質公債費比率
　年間の借入金返済額の割合

②連結実質赤字比率
　一般会計、特別会計、企業会
　計の全ての会計の赤字割合

④将来負担比率
　将来負担が見込まれる負債
　の割合

（※１）早期健全化基準を 1項目でも上回った場合は、改善に係る個別の事項について、外部
監査を受けなければなりません。

（※２）財政再生基準を 1項目でも上回った場合は、議会の議決を経て財政再生計画を定め、
総務大臣の同意を得なければ、一部を除き地方債を借りることができなくなるなど、
国の管理下のもと財政の健全化が厳しく求められることになります。

健全段階 早期健全化段階 再生段階
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下水道事業水道事業
おもな取り組み

〇豊科明科地域整備事業 	 3 億 7,838 万円
豊科光配水池（PC タンク）建設

〇主要管路整備事業 	 1 億 7,515 万円
重要給水施設への給水ルートの耐震化のための導配水管の布設工事

〇配水池警備強化 	 3,195 万円
老朽化などで、外部から進入されるおそれのある配水池のフェンス設置工事

〇漏水調査業務委託	 594 万円
有収率向上のため、穂高・三郷地域で実施

企業債償還金　5 億 7,285 万円

特
別
会
計
等
の
決
算
状
況

一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計
の
決
算

状
況
は
表
１
の
と
お
り
で
す
。

公
営
企
業
会
計

水
道
事
業
会
計
・
下
水
道
事
業
会
計

水
道
、
下
水
道
事
業
は
、
皆
さ
ん
か

ら
い
た
だ
く
料
金
や
使
用
料
で
運
営
し
て

い
ま
す
。
平
30
年
度
決
算
は
そ
れ
ぞ
れ

黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た（
表
2
）。水

道
事
業
の
黒
字
4
億
１
１
８
７
万
円
は

後
年
度
の
設
備
更
新
の
た
め
に
、
下
水

道
事
業
の
黒
字
7
億
４
３
３
８
万
円
は

企
業
債
償
還
の
た
め
に
積
み
立
て
ま
す
。

※表及びグラフ中の合計額（構成比）は四捨五入により一致しない（100％にならない）場合があります。


